






Diagnosis and organization of a new network based on the 
amendment of the fundamental law of education 
Katsuya FURUICHIJ)， Nazario BUSTOS2) ， and Ryusaku IJICHI3) 
Abstract 
Whcn we sec the recent amend田entof the FundamentaI Law of Education and relatcd documents， 
we cannot but think出ata “cooperation system at a fuIl society scale" is proposed. This concept of a 
“full-society scale systemぺmeansthat a national cooperation network system is needed. But it has not 
been organized yet. 
In lhis paper， we discuss some ways for making a diagnosis and make some proposals for lhe 
or罫anizationof a network for the develop臨entof lifelon罫learningactivities as a new challenge. 
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「学校，家庭及び地域住民その他の関係者相互の速 がある そのためには，約3段階があり. r第I段階
携及び協力の促進Jを挙げている. は学習者の拡大J• r第2段階は社会参加への誘いJ• 
最近の法律改正・答申等を「連携ネットワークJの 「第3段階は地域プランナーへの養成・活用Jである














l' r連携・協働」で古る地域人材の発|‘課題の共有 | 
| 掘・育成・・・誰がするの・・.'"-役割分担 | 
| うするの・地域人材の参加・協力|









































































































































































教育基本法的改正等に伴う新たなネットワー クの構築と診断の視点開発 53 
基本的方向1:;社会全体で教育の向上に取り組む
①学校・家庭・地域の連携‘協力を強化し，社会全
体の教育カを向上させる
園地域ぐるみで学校を支援し子どもたちを育む
活動の推進
・家庭噴出域と一体となった学校の活性化
ー放課後や週末の子どもたちの体験・交涜活動
等の場づくり
・青少年を有害環境から守るための取組の推進
圃関係機関の連携による子ども，若者，家庭等
に関する支援の推進
-企業と教育関係者の相互理解・連携・協力の
拡大
②家庭の教育カの向上を図る
剛子育てに関する学習機会の提供など家庭の教
育力の向上に向けた総合的な取組の推進
-幼稚園等を活用した子育ての支援の推進
③人材育成に関する社会の要請に応える
・地域の人材や民間のカも活用したキャリア教
育・職業教育，ものづくりなど実践的教育の推
進
・専門高校等における職業教育の推進
-大学・短期大学・高等専門学校・専修学校等
における専門的職業人や実践的・創造的技術者
の養成の推進
-産業界・地域社会との連携による人材育成の
強化
④いつでもどこでも学べる環境をつくる
-図書館・博物館の活用を通じた住民の学習活
動や偲人の地域の自立支援の推進
・公民館等の活用を遊じた地域の学習拠点づく
り
-持続可能な社会の構築に向けた教育に関する
取組の推進
圃人権教育の推進，社会的課題に対応するため
の学習機会の提供の推進
・地域における身近なスポーツ環境の整備
「学び直しjの機会の提供と学習成果を社会
で生かすための仕組みづくり
(5) r社会教育法j一部改正
(平成20年6月11日法律第59号)
{国及び地;方公共同体の任務)
第3条の3 国及び地方公共団体は，第I項の任
務を行うに当たっては，社会教育が学校教育及び
家庭教育との密接な関連性を有することにかんが
み，学校教育との連携の確保に努め，及び家庭教
育の向i土に資するとととなるよう必要な配慮をす
るとともに学校，家庭及び地域住民その他の関
係者相互の連携及び協力の促進に資することとな
るよう努めるものとする.
(市町村の教育委員会の事務)
第5条の
7 家庭教育に関する学習の機会を提供するた
めの講座の開設及び集会の開催並びに家庭教育に
関する情報の提供並びにこれらの奨励に関するこ
と.
1 3 主として学齢児童及び学齢生徒に対し，学
校の授業の終了後及び休業日において学校，社会
教育施設その他適切な施設を利用して行う学習そ
の他の活動の機会を提供する事業の実施並びにそ
の奨励に関するとと聞
14 青少年に対しボランティア活動など社会奉
仕体験活動， 自然体重量活動その他の体験活動の機
会を提供する事業の実施及びその奨励に関すると
と.
1 5 社会教育における学習の機会を利用して
行った学習の成果を活用して学校，社会教育施設
その他地域において行う教育活動その他の活動の
機会を提供する事業の実施及びその奨励に関する
関するとと.
